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京都市役所内店舗運営事業者に係る公募及び開業に向けた支援業務 
受託候補者選定委員会設置要綱 

 
令和６年６月２６日決定 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、京都市役所内店舗運営事業者に係る公募及び開業に向けた支援業務

の委託について、公募型プロポーザル方式により業務受託候補者の選定を行うため、そ

の手続について必要な事項を定めるものとする。 
 
（委託業務名） 
第２条 委託業務の名称は、「京都市役所内店舗運営事業者に係る公募及び開業に向けた支

援業務」とする。 
 
（委託内容） 
第３条 別に定める「京都市役所内店舗運営事業者に係る公募及び開業に向けた支援業務

委託仕様書」のとおりとする。 
 
（本プロポーザルへの参加資格） 
第４条 受託候補者として参加できる応募者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者

とする。 
⑴ 次のいずれかに該当する者 

ア 参加申出書の提出時点において、京都市契約事務規則第４条第２項に規定する一

般競争入札有資格者名簿に登載されている者（以下「競争入札参加有資格者」とい

う。） 

イ 次に掲げる要件をすべて満たす者で、次項に定める必要書類を提出する者 

(ｱ) 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者でない

こと。 

(ｲ) 次に掲げるものを滞納していないこと。 

ａ 法人税 

ｂ 消費税及び地方消費税 

ｃ 本市の法人市民税及び固定資産税 

ｄ 本市の水道料金及び下水道使用料 

⑵ 参加申出書を提出した日から選定結果の通知の日までに、京都市から競争入札参加

停止措置を受けていないこと。 

⑶ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定す
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る暴力団密接関係者でないこと。 

⑷ 公共施設又は、オフィスビルの中にある商業区画の計画提案業務の実績を有するこ

と。 

２ 前項第１号イに規定する必要書類は、別表第１のとおりとし、各１部を提出するも

のとする。 
 

（提出書類） 
第５条 本プロポーザルに参加しようとする者は、仕様書を熟読のうえ、次に掲げる書類

を提出すること。 
⑴ 参加申出書（第１号様式） 

⑵ 業務実績調書（第２号様式） 

⑶ 業務責任者調書（第３号様式） 

⑷ 業務従事者配置調書（第４号様式） 

⑸ 企画提案書（任意様式） 

⑹ 見積書（第５号様式） 

 
（受託候補者選定委員会の設置） 
第６条 受託候補者に関する審査を行うため、行財政局内に「京都市役所内店舗運営事業

者に係る公募及び開業に向けた支援業務受託候補者選定委員会」（以下「委員会」という。）

を設ける。 
２ 委員会の委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

行財政局総務部長 
行財政局総務部庁舎管理課長 
行財政局総務部庁舎管理課庁舎管理係長 
行財政局総務部庁舎管理課新庁舎整備推進係長 
行財政局総務部庁舎管理課新庁舎建築整備係長 
行財政局総務部庁舎管理課新庁舎設備整備係長 
行財政局総務部庁舎管理課担当係長 

３ 委員長は、行財政局総務部長を、副委員長は、行財政局総務部庁舎管理課長をもっ 
 て充てる。 
４ 委員長は、委員会の議長となる。 
５ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理す

る。 
６ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決

するところによる。 
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（審査及び受託候補者の決定） 
第７条 委員会は、応募者から提出された書類を基に、別表第２に掲げる審査基準に基づ

いて審査し、最高得点を獲得した者を受託候補者とする。ただし、提案内容について、

応募者からヒアリングを行う場合がある。ヒアリングの詳細については、応募者に対し

て通知する。 

２ 委員会は、応募者又は応募者から提出された書類が次の各号のいずれかに該当する

場合は、直ちにその応募者を選定から除外する。 

⑴ 本市が定める応募手続に適合しない場合 

⑵ 指定する様式及び本要綱等に示した条件に適合しない場合 

⑶ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

⑷ 虚偽の内容が記載されていると認められる場合 

⑸ 受託候補者選定に影響を与える不誠実な行為があった場合 

⑹ 見積金額が、委託金額の上限額を超えている場合 

 

（審査結果の通知及び契約） 
第８条 委員会は、応募者全員に書面により審査結果を通知する。 

２ 本市は、受託候補者に選定された者と委託見積限度額の範囲で価格交渉し、仕様書

及び受託候補者の企画提案書に基づき、契約を締結する。 
なお、協議のうえ契約内容を変更することがある。 

３ 前項の規定による契約締結が不調に終わった場合は、次点の者と交渉する。 
 

  附 則 
 この要綱は、決定の日から施行する。 
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別表第１ 
書類名 様式・体裁等 

登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は登記簿謄本） 原本（写し不可） 
印鑑証明書 原本（写し不可） 

納税証明書 
国税等 法人（法人税・消費税及び地方消費税） 原本（写し不可） 

京都市税(注) 
法人市民税 原本（写し不可） 
固定資産税（土地・家屋） 原本（写し不可） 

調査同意書（水道料金・下水道使用料）(注) 市指定様式 
使用印鑑届 市指定様式 
誓約書（様式第６号） 市指定様式 
(注) 該当する場合のみ。 
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別表第２ 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

①業務の遂行に十分な経験や実績があるか。 5 4 3 2 1

②業務責任者が十分な経験や実績を有してい
るか。

10 8 6 4 1

③業務内容及び委託期間に応じた適正な実施
体制となっているか。

10 8 6 4 1

④緊急の打合せ等の際に迅速な対応が可能な
体制となっているか。

5 4 3 2 1

⑤公有財産の一部店舗化という事業趣旨及び
業務の内容を十分に理解しているか。

10 8 6 4 1

⑥提案書の内容は、本業務の業務目的を十分
に理解したものになっているか。

10 8 6 4 1

⑦運営事業者の募集要項等の策定について、
課題やスケジュールを踏まえた具体的かつ実
現可能な提案が期待できるか。

10 8 6 4 1

⑧運営事業者選定会議の運営について、十分
な支援が期待できるか。

10 8 6 4 1

⑨運営事業者の決定から開業までの支援につ
いて、具体的かつ実現可能な提案が期待でき
るか。

10 8 6 4 1

価格点
【２０点】

価格点以外の各評価項目について、Ａ～Ｅの５段階で審査を行います。

Ａ：極めて良好　　Ｂ：良好　　Ｃ：妥当　　Ｄ：やや不十分　　Ｅ：不十分

評価項目 評価内容
配点

業務実績
【１５点】

実施体制
【１５点】

企画提案
【５０点】

（最低提示価格／貴社提示価格）×２０点
　※小数点以下は四捨五入

 


